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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期
第３四半期
累計期間

第46期
第３四半期
累計期間

第45期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（千円） 40,421,940 43,193,634 53,902,133

経常利益（千円） 3,479,934 3,644,087 4,217,695

四半期（当期）純利益（千円） 1,916,087 1,982,617 2,311,386

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 3,342,203 3,342,203 3,342,203

発行済株式総数（千株） 18,115 36,230 18,115

純資産額（千円） 13,796,238 15,857,221 14,191,546

総資産額（千円） 40,799,330 43,198,781 41,718,771

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
58.23 54.72 68.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） 7.50 5.00 15.00

自己資本比率（％） 33.8 36.7 34.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,644,507 2,526,735 3,070,702

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△708,590 △143,317 △836,848

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,903,349 △1,997,962 1,288,288

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
6,239,957 7,308,288 6,922,833
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回次
第45期
第３四半期
会計期間

第46期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 16.58 18.59

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。　

４．平成25年３月11日開催の当社取締役会の決議にもとづき、平成25年４月１日付で普通株式１株につき２株

の割合の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり

四半期（当期）純利益金額を算定しております。

５. 四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。
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２【事業の内容】

当社は本格的な高齢社会における介護事業者としての使命と業界大手としての社会的責任を果たしながら、長期に

わたる持続的な成長を目指す経営に取り組んでおり、主力事業である在宅介護事業に加えて、広くお客様のニーズに

応えるため、有料老人ホーム事業、人材開発事業を展開しております。

また、平成25年10月1日付でサービス付き高齢者向け住宅プロジェクトを新たに開始しております。

　

①　在宅介護事業について

当社は、在宅介護事業として、当第３四半期会計期間末現在、通所介護（デイサービス）、訪問介護、訪問入

浴介護等、在宅介護事業所487ヵ所で介護保険法に規定する介護サービスを提供しております。また、介護保険

制度を利用して介護サービスを受けるために必要な介護保険の申請代行から居宅サービス計画（ケアプラン）の

作成等、居宅介護支援サービスも提供しております。

　

ａ．通所介護

通所介護（デイサービス）は、朝ご自宅に送迎車でお迎えに伺い、日中をデイサービスセンターでお過ごし

いただき、夕方ご自宅までお送りするサービスです。デイサービスセンター到着後、看護職員による血圧、脈

拍、体温のチェックを行いお客様の健康状態を把握します。入浴については、スタッフの介助により安全に入

浴していただき、心身の緊張をほぐしていただきます。また、お客様お一人おひとりの状態に合わせたお食事

の提供を行うほか、在宅生活を支援するため、理学療法士等専門職を配置しお客様の日常生活における生活機

能の維持向上に向けた機能訓練を強化しております。併せてお客様のご希望を取り入れた多彩なレクリエー

ションや文化活動等を通じて、お客様同士のコミュニケーションを深めていただきます。外出の機会が少なく

なりがちなお客様が、デイサービスセンターに通うことで社会参加の一歩につながり、生きがいを持った在宅

での生活支援と、ご家族の介護負担軽減を図ることができます。当社では、当第３四半期会計期間末現在、

390ヵ所の事業所においてデイサービスを提供しております。

　

ｂ．訪問介護

訪問介護は、介護職員初任者研修（旧ホームヘルパー２級）以上の資格を持ったホームヘルパーが訪問し

て、居宅サービス計画（ケアプラン）に沿った訪問介護計画に基づいてご自宅で生活されるお客様の自立支援

を目的として、身体介護・生活援助の介護サービスと、日中・夜間を通じて定期巡回訪問と随時の対応を行う

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しております。また、障がい者総合支援サービスも提供しておりま

す。当社では、当第３四半期会計期間末現在、134ヵ所の事業所において訪問介護サービスを提供しておりま

す。

　

ｃ．訪問入浴介護

訪問入浴介護は、自力で入浴できない要介護者等のご自宅に、当社の看護職員・ヘルパー・オペレーターの

３名が入浴専用車で訪問し、移動式のバスタブを居室内に設置して洗髪や入浴のサービスを行っております。

入浴の事前事後には看護職員による健康チェックを行う等、安全管理や健康管理には万全を期しており、寒冷

地においてもサービスを実施しております。さらに、感染症や特定疾病を含む様々なケースにも対応できる

サービスを行っております。当社の訪問入浴サービスは、マンションのエレベーターや狭い階段でも浴槽の搬

入が可能であり、高層階でも対応可能です。また、お客様の入浴ごとに浴槽を洗浄・消毒しており、スタッフ

による衛生管理も徹底していますので、感染症の方でも安心して入浴していただくことができます。当社で

は、当第３四半期会計期間末現在、61ヵ所の事業所において訪問入浴サービスを提供しております。

　

ｄ．認知症対応型共同生活介護

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は、要介護認定を受けた認知症高齢者が、上限９人を１ユ

ニットとして、入浴、排せつ、食事等の生活全般のサポートを受けながら、家庭的な雰囲気の中で共同生活を

する介護サービスであります。ご自分で食事や掃除等の生活動作をおこなっていただく「生活リハビリ」を通

して、ご自身の存在意義を高めていただきます。お客様が、地域住民との交流の中で自分の住み慣れた地域で

自分らしい生活を送れるようにするため、グループホームでは、原則、同一市町村にお住まいの方のみがサー

ビスを利用することができます。ご家族や地域の方、ボランティアのご協力をいただき、地域の皆様とのつな

がりを大切にしている地域密着型のサービスです。当社では、当第３四半期会計期間末現在、30ヵ所のグルー

プホームを運営しております。
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ｅ．居宅介護支援

介護サービスを利用するときには、要介護・要支援認定の申請と居宅サービス計画（ケアプラン）の作成が

必要となります。居宅介護支援は、当社の介護支援専門員（ケアマネジャー）が訪問して、お客様・ご家族と

相談しながら、お客様のニーズに合わせた最適なケアプランを作成しております。また、介護サービス事業者

等との連絡調整を行います。当社では、当第３四半期会計期間末現在、104ヵ所の事業所において提供をして

おります。

　

ｆ．その他

・ 短期入所生活介護

要介護者・要支援者に短期間入所いただき、その施設内において入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練

等を行います。

・ 小規模多機能型居宅介護

要介護者の選択に基づき、ご自宅への訪問介護または通所介護や短期間宿泊を組み合わせ、日常生活上の

お世話や機能訓練を行います。

・ 福祉用具販売

　 介護用品の販売を行います。

・ 訪問看護

要介護者・要支援者に対し、居宅に訪問し看護職員等が病気や症状のチェック、医師の指示書による医療

処置、医療機器の管理、食事や排せつの介助等を行います。

・ 緊急通報システム

夜間や緊急時に連絡をいただくと、安否確認を含め状況によっては、介護職員がご自宅まで出向き、対応

する態勢をとっております。

　

②　有料老人ホーム事業について

当社が展開する有料老人ホーム事業「ツクイ・サンシャイン」は、都道府県または政令指定都市、中核市から

介護保険の「特定施設入居者生活介護」の事業者指定を受けた介護付有料老人ホームです。この事業は、入居さ

れたお客様に対し、特定施設サービス計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護、生活相談等日常生活上のお

世話を包括的に行います。各施設では、機能訓練指導員を配置し、個別・集団での機能訓練を実施し、心身機能

の維持向上に努めております。施設は、これまでの在宅介護の経験に裏づけされた設計により、お客様や介護す

るスタッフの住空間に対するニーズを反映させた建物となっております。

また、健康に配慮した食事を楽しんで召し上がっていただくために、食材の旨みや風味・栄養を損ないにくく、

柔らかく仕上げることができる調理法を取り入れて、自家厨房にて調理し提供しております。

お客様が最期まで当施設で暮らすことを希望される場合は、外部医療機関を含む多職種間の連携とご家族の協力

を得て、穏やかで安らぎのある日々を過ごせるようにターミナルケアを行います。当社では、当第３四半期会計

期間末現在、24ヵ所の介護付有料老人ホームを運営しております。

　

③　人材開発事業について

当社は、労働者派遣法に基づく一般労働者派遣事業、職業安定法に基づく有料職業紹介事業および福祉施設等

の従業員向け教育研修サービスを行っております。

当社の人材開発事業は、福祉・医療業界での慢性的な人材不足による需要拡大を見込み、政令指定都市、県庁所

在地および大都市を中心として、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設を中心とした福祉施設および民間の有

料老人ホームや医療機関を派遣先とした人材派遣・有料職業紹介を行っております。また、各自治体が実施する

「現任介護職員等研修支援事業」等についても受託しております。当社では、当第３四半期会計期間末現在、

36ヵ所に出店しております 。

　

④　サービス付き高齢者向け住宅事業について

当社は、平成27年３月期のサービス付き高齢者向け住宅の開設に向けて、平成25年10月1日付でプロジェクト

を立ち上げました。サービス付き高齢者向け住宅は、国土交通省および厚生労働省が所管する高齢者住まい法に

基づき、今後の本格的な高齢社会における高齢者の住居ニーズに応える新しい住まいのあり方を提案していくも

のであります。当社がこれまで培った介護事業者としての経験を十分活かした良質な住まいを供給し、生活を支

えてまいります。

なお、当第３四半期会計期間より、当事業を新たな報告セグメントとして追加しております。　
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 　

　

［事業系統図］

　

（注１）平成25年10月１日付で、サービス付き高齢者向け住宅プロジェクトを立ち上げております。（平成27

年３月期開設予定）

（注２）国民健康保険団体連合会とは、全国47都道府県にそれぞれ設立されている公法人であり、各保険者か

ら委託された介護報酬の審査支払業務ならびに介護保険サービスの相談・指導・助言および苦情処理

業務を行っています。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

　

　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況　

当第３四半期累計期間における当社の業績は、前年同期比で増収、営業利益、経常利益および四半期純利益と

も増益となりました。

（単位：百万円）

　
平成25年３月期

第３四半期累計期間

平成26年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売上高 40,421 43,193 ＋2,771 ＋6.9％

営業利益 3,735 3,752
＋17 ＋0.5％

（同率） （9.2％） （8.7％）

経常利益 3,479 3,644
＋164 ＋4.7％

（同率） （8.6％） （8.4％）

四半期純利益 1,916 1,982
＋66 ＋3.5％

（同率） （4.7％） （4.6％）

　　

＜セグメントの状況＞

（在宅介護事業）

（単位：百万円）

　
平成25年３月期

第３四半期累計期間

平成26年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売上高 31,509 33,536 ＋2,026 ＋6.4％

経常利益 3,033 3,073
＋40 ＋1.3％

（同率） （9.6％） （9.2％）

在宅介護事業は、主力のデイサービスにおいて専門職を積極的に採用し個別機能訓練の充実を図るとともに、

多彩なレクリエーションを提供する等、サービス品質とお客様満足度の向上に取り組みました。また、引き続き

営業活動を強化し、お客様の確保に努めました。

事業所展開につきましては、デイサービスセンター18ヵ所の開設を行った結果、当第３四半期会計期間末の事

業所数は487ヵ所（前年同期間末462ヵ所）、デイサービス提供可能事業所数は390ヵ所（同365ヵ所）となりまし

た。

その結果、売上高につきましては、デイサービス等の売上が増加したことにより33,536百万円（前年同期比

6.4％増）と増収になりました。経常利益につきましては3,073百万円（同1.3％増）と増益になりました。
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（有料老人ホーム事業）

（単位：百万円）

　
平成25年３月期

第３四半期累計期間

平成26年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売上高 5,781 6,173 ＋391 ＋6.8％

経常利益 275 464
＋189 ＋68.7％

（同率） （4.8％） （7.5％）

有料老人ホーム事業は、心身機能維持向上のための機能訓練や食事メニューをお客様が選んで召し上がってい

ただくセレクト食、お客様が当施設で最期まで暮らすことを希望される場合のターミナルケア等、サービスの質

およびお客様満足度の向上に取り組むとともに、既存施設の入居促進に努めました。

その結果、売上高につきましては、入居者数が増加し6,173百万円（対前年同期比6.8％増）と増収になりまし

た。経常利益につきましては、増収に伴う増益により464百万円（同68.7％増）となりました。

当第３四半期会計期間末現在、24ヵ所（総定員数1,747名）の介護付有料老人ホームを運営しており、前年同期

間末比で増減はありません。

　

（人材開発事業）　

（単位：百万円）

　
平成25年３月期

第３四半期累計期間

平成26年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売上高 3,130 3,484 ＋353 ＋11.3％

経常利益 171 123
△47 △27.8％

（同率） （5.5％） （3.6％）

人材開発事業は、一般労働者派遣事業を中心に売上の拡大を図りました。

その結果、売上高につきましては、派遣需要の増加により一般労働者派遣事業が好調に推移し3,484百万円（前

年同期比11.3％増）と増収になりました。経常利益につきましては、積極的な事業拡大を進めるため、各支店従

業員を増員したことにより、先行して経費および人件費等が増加したことで123百万円（同27.8％減）と減益にな

りました。

当第３四半期会計期間末現在、36ヵ所の支店を運営しており、前年同期間末比で増減はありません。 

　

（サービス付き高齢者向け住宅事業）

（単位：百万円）

　
平成25年３月期

第３四半期累計期間

平成26年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売上高 － － － －％

経常損失（△） － △17
△17 －％

（同率） （ － ％） （ － ％）

当社は、平成27年３月期のサービス付き高齢者向け住宅の開設に向けて、平成25年10月1日付でプロジェクトを

立ち上げ、事業計画の策定を進めるとともに、物件の開発に取り組んでまいりました。

なお、当第３四半期会計期間より、当事業を新たな報告セグメントとして追加しております。　

　

(2) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、新たに発生した課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の該当事項はありません。
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(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　 

当社は、中長期的に拡大が予想される介護保険市場において、長期にわたる持続的な成長を目指してまいりま

す。そのためには、継続的な事業基盤の拡大と、安定した収益基盤の確保が不可欠と考え、在宅介護事業のうち、

特にデイサービスを成長ドライバーに位置づけて同サービスの提供拠点数の拡大と、既存店の利用率の向上を図っ

てまいります。

一方で、当社の主要な事業である在宅介護事業および有料老人ホーム事業は、介護保険法の適用を受けるサービ

スを提供しているため、介護保険制度の改正の影響を受けることになります。改定の内容次第では当社の業績も影

響を受ける可能性がありますので、安定した収益基盤の確保に向けて三つの戦略をとってまいります。

一つめは、主力事業であるデイサービスのサービス内容を強化してまいります。要介護度が高い方の受入可能な

ハード・ソフト両面の充実を進め、個別機能訓練実施による測定評価等特色ある高品質なサービス提供を行ってま

いります。

二つめは、主力の在宅介護事業の成長に伴う事業規模やセグメント損益のバランスを考慮しつつ、有料老人ホー

ム事業、および人材開発事業を当社の安定した収益基盤となるよう運営してまいります。

三つめは、既存事業の競争優位性を確保しながら市場の長期的成長の見込める分野への新規事業に、リスク等十

分配慮しつつ取り組んでまいります。

当第３四半期会計期間に、新たにサービス付き高齢者向け住宅プロジェクトを立ち上げました。当社がこれまで

培った介護事業者としての経験を十分活かした「サービス付き高齢者向け住宅」の供給を目指してまいります。

　

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

本格的な高齢社会を迎え介護事業ビジネス市場が急速に拡大しております。当業界は、他産業に比べて参入障壁

が低いことから、多くの事業者が参入し、在宅サービスを中心に競争が激化する等、今後も市場の拡大に伴いこの

状態は続くものと予測されます。

こうしたなか当社は、経営目標である「長期にわたる持続的な成長」を目指していくために、積極的な新規事業

所の開設や既存事業所の営業力の強化と利益率の改善に取り組むとともに、これまでに培った介護サービスのスキ

ルとノウハウを活かした質の高いサービスを提供し、長く安心して任せていただける介護事業者として成長するこ

とが重要と認識しております。

　

(6) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期累計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ385百万円増加し7,308百万円となり

ました。

　 　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、2,526百万円の増加(前年同期比882百万円収入増）となりました。こ

れは主に、税引前四半期純利益の計上3,643百万円、減価償却費の計上979百万円等に対し、法人税等の支払額

2,081百万円等の結果であります。　

　　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、143百万円の減少(前年同期比565百万円支出減）となりました。これ

は主に、貸付金（建設協力金）の回収による収入277百万円、預金の担保解除による収入119百万円等に対し、貸

付け（建設協力金）による支出340百万円、有形固定資産の取得による支出140百万円、無形固定資産の取得によ

る支出64百万円等の結果であります。　

　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,997百万円の減少(前年同期比3,901百万円支出増）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出779百万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出701百万円、

配当金の支払額316百万円等の結果であります。

EDINET提出書類

株式会社ツクイ(E05393)

四半期報告書

 9/25



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 61,200,000

計 61,200,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月13日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 36,230,400 36,230,400
東京証券取引所

市場第一部　

単元株式数

100株　

計 36,230,400 36,230,400 － －

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
― 36,230,400 ― 3,342,203 ― 3,361,403

　

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       1,100 － 単元株式数100株　

完全議決権株式（その他） 普通株式  36,226,200 362,262 同上

単元未満株式 普通株式　 　　3,100 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 36,230,400 － －

総株主の議決権 － 362,262 －

（注）自己株式98株は、「単元未満株式」に含めて記載しております。

　

　

②【自己株式等】

 平成25年12月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ツクイ
神奈川県横浜市港南区

上大岡西１－６－１
1,100 － 1,100 0.00

計 － 1,100 － 1,100 0.00

（注）上記自己保有株式数には、単元未満株式98株は含まれておりません。　

　

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次の通りであります。

役員の異動　

新役名　 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日　

取締役 推進統轄副担当 取締役 在宅介護推進本部統轄担当 髙橋　靖宏 平成25年10月１日

取締役 在宅介護推進本部統轄担当 取締役 東日本在宅介護推進本部長
小林　久美

子　
平成25年10月１日

取締役
サービス付き高齢者向け住宅

プロジェクト統轄担当
取締役

有料老人ホーム推進本部

統轄担当
森野　佳織 平成25年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成25年10月１日から平成25

年12月31日まで）および第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,883,634 8,149,533

売掛金 4,556,572 4,818,743

貯蔵品 26,958 37,652

前払費用 626,173 622,464

繰延税金資産 400,911 414,171

短期貸付金 190,340 194,282

未収入金 1,353,449 1,284,589

その他 120,460 171,523

貸倒引当金 △40,000 △20,500

流動資産合計 15,118,499 15,672,461

固定資産

有形固定資産

建物（純額）
※1 1,714,380 ※1 1,651,486

構築物（純額）
※1 20,116 ※1 18,822

車両運搬具（純額）
※1 58 ※1 21

工具、器具及び備品（純額）
※1 98,215 ※1 99,729

土地 729,196 859,718

リース資産（純額）
※1 17,891,205 ※1 18,849,941

建設仮勘定 374,322 350,762

有形固定資産合計 20,827,495 21,830,482

無形固定資産

借地権 19,765 18,897

ソフトウエア 284,256 245,214

その他 81,301 13,241

無形固定資産合計 385,323 277,353

投資その他の資産

投資有価証券 253 351

長期貸付金 2,060,935 2,019,058

破産更生債権等 977 977

長期前払費用 975,294 968,922

長期前払消費税等 486,048 410,333

繰延税金資産 173,035 339,245

敷金及び保証金 1,635,028 1,622,582

その他 63,521 57,988

貸倒引当金 △7,642 △977

投資その他の資産合計 5,387,452 5,418,483

固定資産合計 26,600,271 27,526,319

資産合計 41,718,771 43,198,781
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,107 7,337

1年内返済予定の長期借入金 1,115,549 863,720

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

リース債務 737,436 817,651

未払金 3,267,243 3,662,652

未払費用 168,716 183,313

未払法人税等 1,013,699 731,590

前受金 195,798 171,572

預り金 628,453 739,495

賞与引当金 562,743 254,613

流動負債合計 7,894,747 7,631,947

固定負債

社債 400,000 200,000

長期借入金 1,895,510 1,367,720

長期前受金 577,184 472,258

長期預り保証金 285,203 250,207

リース債務 15,935,945 16,811,753

退職給付引当金 459,509 525,614

資産除去債務 79,124 82,058

固定負債合計 19,632,477 19,709,612

負債合計 27,527,225 27,341,559

純資産の部

株主資本

資本金 3,342,203 3,342,203

資本剰余金 3,361,403 3,361,403

利益剰余金 7,488,231 9,153,843

自己株式 △275 △275

株主資本合計 14,191,563 15,857,175

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17 45

評価・換算差額等合計 △17 45

純資産合計 14,191,546 15,857,221

負債純資産合計 41,718,771 43,198,781
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 40,421,940 43,193,634

売上原価 33,924,257 36,145,403

売上総利益 6,497,683 7,048,231

販売費及び一般管理費 2,762,032 3,295,504

営業利益 3,735,650 3,752,726

営業外収益

受取利息 33,725 31,236

助成金収入 49,590 88,067

リース契約変更益 8,345 34,527

貸倒引当金戻入額 － 2,377

その他 27,701 21,465

営業外収益合計 119,363 177,673

営業外費用

支払利息 299,168 272,703

株式交付費 18,521 －

社債利息 6,177 4,251

貸倒引当金繰入額 6,622 －

その他 44,589 9,357

営業外費用合計 375,079 286,313

経常利益 3,479,934 3,644,087

特別損失

固定資産除却損 604 712

特別損失合計 604 712

税引前四半期純利益 3,479,330 3,643,374

法人税、住民税及び事業税 1,563,243 1,634,573

法人税等調整額 － △179,505

過年度法人税等 － 205,689

法人税等合計 1,563,243 1,660,757

四半期純利益 1,916,087 1,982,617
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 3,479,330 3,643,374

減価償却費 878,018 979,319

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,192 △26,164

賞与引当金の増減額（△は減少） △296,518 △308,129

退職給付引当金の増減額（△は減少） 43,966 66,104

受取利息及び受取配当金 △33,729 △31,240

支払利息 299,168 272,703

社債利息 6,177 4,251

有形固定資産除却損 604 712

リース契約変更益 △8,345 △34,527

売上債権の増減額（△は増加） △386,351 △262,171

未収入金の増減額（△は増加） 64,061 68,860

たな卸資産の増減額（△は増加） △758 △10,694

その他の流動資産の増減額（△は増加） △59,901 △47,050

仕入債務の増減額（△は減少） 1,766 2,230

未払金の増減額（△は減少） 269,657 411,565

長期前受金の増減額（△は減少） △165,608 △104,925

長期預り保証金の増減額（△は減少） △71,606 △37,996

その他の流動負債の増減額（△は減少） 173,166 261,765

その他 36,385 5,041

小計 4,238,675 4,853,030

利息及び配当金の受取額 33,733 31,241

利息の支払額 △307,382 △275,840

法人税等の支払額 △2,320,518 △2,081,695

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,644,507 2,526,735

投資活動によるキャッシュ・フロー

預金の担保解除による収入 222,757 119,555

有形固定資産の取得による支出 △946,746 △140,829

無形固定資産の取得による支出 △156,995 △64,614

敷金及び保証金の差入による支出 △15,490 △13,576

敷金及び保証金の回収による収入 15,561 24,784

貸付けによる支出 △247,500 △340,500

貸付金の回収による収入 425,046 277,070

その他 △5,223 △5,208

投資活動によるキャッシュ・フロー △708,590 △143,317
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,000,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,914,993 △779,619

社債の償還による支出 △250,000 △200,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △604,880 △701,663

株式の発行による収入 3,946,780 －

配当金の支払額 △248,557 △316,679

その他 △25,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,903,349 △1,997,962

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,839,267 385,455

現金及び現金同等物の期首残高 3,400,690 6,922,833

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 6,239,957 ※1 7,308,288
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

　

　

　　

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

　

　

（四半期貸借対照表関係）

　※１　有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（平成25年３月31日）

当第３四半期会計期間
（平成25年12月31日）

 3,783,599千円  4,627,436千円

 

　　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

現金及び預金勘定 7,137,324千円 8,149,533千円

担保に供している預金 △897,366 △741,245

預入期間が３か月を超える定期預金 － △100,000

現金及び現金同等物 6,239,957 7,308,288
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 113,365 7.5  平成24年３月31日  平成24年６月27日 利益剰余金

平成24年11月５日

取締役会
普通株式 135,859 7.5  平成24年９月30日  平成24年12月４日 利益剰余金

　

Ⅱ  当第３四半期累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 135,859 7.5  平成25年３月31日  平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年11月５日

取締役会
普通株式 181,146 5.0  平成25年９月30日  平成25年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自平成24年４月１日 至平成24年12月31日)

　

１.報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千

円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

報告セグメント

合計
在宅介護事業

有料老人
ホーム事業

人材開発事業

売上高     

外部顧客への売上高 31,509,820 5,781,374 3,130,746 40,421,940

セグメント間の内部売上高または

振替高
－ － － －

計 31,509,820 5,781,374 3,130,746 40,421,940

セグメント利益 3,033,650 275,043 171,240 3,479,934

　（注）セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間(自平成25年４月１日 至平成25年12月31日)

　

１.報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント　

合計
在宅介護事業

有料老人
ホーム事業

人材開発事業
サービス付き
高齢者向け
住宅事業　

売上高      

外部顧客への売上高 33,536,348 6,173,277 3,484,008 － 43,193,634

セグメント間の内部売上高

または振替高
－ － － － －

計 33,536,348 6,173,277 3,484,008 － 43,193,634

セグメント利益または

損失（△）

　

3,073,730 464,046 123,714 △17,403 3,644,087

　（注）セグメント利益または損失の合計額は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。

　　　　　

　　２. 報告セグメントの変更等に関する事項

　　　当第３四半期会計期間より、新規事業としてプロジェクトを立ち上げた「サービス付き高齢者向け住宅事業」

を新たな報告セグメントとして追加しております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 58円23銭 54円72銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,916,087 1,982,617

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,916,087 1,982,617

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,904 36,229

(注) １.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.平成25年３月11日開催の当社取締役会の決議にもとづき、平成25年４月１日付で普通株式１株につき２株の割

合の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純

利益金額を算定しております。

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　
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２【その他】

　平成25年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………181,146千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日………平成25年12月４日

（注）平成25年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行いま

した。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月13日

株式会社ツクイ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川口　靖仁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツ
クイの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第46期事業年度の第３四半期会計期間（平成25年10月１日か
ら平成25年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期
財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について
四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対す
る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され
る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツクイの平成25年12月31日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ
る事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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